


有料老人ホームに関する規制の内容

＜入居者保護の充実＞
○帳簿の作成及び保存の義務化（老福法29条４項）

 ○重要事項説明書の交付義務化（老福法29条５項）

 ○一時金の算定基礎の明示（老福法29条６項）

 ○倒産等の場合に備えた一時金保全措置

 の義務化（最大500万円）
 

（老福法29条６項）

 ○都道府県の立入検査権付与（老福法29条７項）

 ○改善命令の際の情報公表（老福法29条10項）

 
○契約締結日から概ね90日以内の契約解

 除の場合は、前払金を返還（指導指針）

 
＜定義の見直し＞（老福法29条１項）

 ○人数要件の廃止
○提供サービス要件の見直し
→①食事の提供、②介護の提供、③洗濯、掃除等の家事、

 
④健康管理のいずれかのサービスを行う施設を対象

 

＜入居者保護の充実＞
○帳簿の作成及び保存の義務化（老福法29条４項）

○重要事項説明書の交付義務化（老福法29条５項）

○一時金の算定基礎の明示（老福法29条６項）

○倒産等の場合に備えた一時金保全措置

 の義務化（最大500万円）
 

（老福法29条６項）

○都道府県の立入検査権付与（老福法29条７項）

○改善命令の際の情報公表（老福法29条10項）

○契約締結日から概ね90日以内の契約解
 除の場合は、前払金を返還（指導指針）

＜定義の見直し＞（老福法29条１項）

○人数要件の廃止
○提供サービス要件の見直し
→①食事の提供、②介護の提供、③洗濯、掃除等の家事、
④健康管理のいずれかのサービスを行う施設を対象

＜入居者保護＞
○都道府県は調査権を持

 ち、入居者の処遇に問

 題があるとき等は改善

 命令等の措置
○(社)全国有料老人ホー

 ム協会による入居者基

 金制度（加入任意。倒産時に

 
500万円を保証）

＜定義＞
○常時10人以上
○「食事の提供」を行って

 いること

従 来 １８年度より


